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の業務と役割が不鮮明であることが 2013 年及び 2015 年の我々の調査結果から判った。 
さらに、2016 年には、H 市における J 児童家庭支援センターの家庭児童相談室へ対す
るサポートをモデル的に取り上げ、アンケート調査を実施した。その結果、児童家庭支
援センターが実践する一つの効果的な市区町村支援のモデルを提示した。  









2015 年の調査結果において地域協議会の管理ケースが 2 桁以上の児童家庭支援セン
ター27 ヵ所へアンケート調査を行う。 
４ 結果 
19 ヵ所の児童家庭支援センターより回答があった（回収率  70.4％）。地域協議会へ
の登録ケース数は 50 件以下が 67％を占めていた。地域協議会へ参加している市町村数
を見ると、1 市町村あるいは 2 市町村への参加のセンターが約半数で、最も参加の多い
センターでは 9 市町村であった。登録ケースの相談種別では、虐待相談が最も多く、次
いで保健相談、養護相談であった。登録ケースの相談経路は、福祉事務所と自治体の他
の部門を合わせて、市町村が約 8 割を占めていた。  
５ 考察 
①  児童家庭支援センターが対応する地域協議会ケースのほとんどは、市区町村か
らの経路であり、児童虐待ケースをはじめとする困難ケースであった。  
②  市区町村がケース支援を行う際に、センターへ期待する支援としては、助言等の
コンサルテーションが主なものであった。その具体的内容は、ケースの見立てと
支援における困難点への助言、個別ケース検討会や地域協議会における助言で
あった。  
③  地域協議会ケースを主な支援対象とするためには、市区町村が対応する児童虐待
等の困難ケースへのコンサルテーションを行いながら、家庭児童相談室や母子保
健領域との協働を目指すことが重要であると判った。  
 
 
 
 
 
